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平成２８年４月 

南部町 

  



１．財務書類の作成にあたって 

町では、平成２２年度から、新地方公会計モデルによる財務書類を作成しています。

この財務書類は、企業会計の慣行を参考として、発生主義・複式簿記の考え方を導入

した貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の４表か

ら構成されており、資産形成とその財源を表すストック情報や現金支出以外に発生し

ている減価償却費などの行政コストを表すことができます。この４表の関係を図示す

ると図１のようになります。 

町では、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成１９年１０月公表）」

で示された「総務省方式改訂モデル」を採用し、一般会計に給食センター特別会計、

農林漁業体験実習館特別会計及びボートピア交付金特別会計を加えた「普通会計」と、

これに普通会計以外の特別会計や加入する一部事務組合等を加えた「連結」での財務

書類を整備しました。なお、貸借対照表は、平成２７年３月３１日を基準日とし、行

政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は、平成２６年４月１日から

平成２７年３月３１日を作成対象期間としています。 

 

 

＜図１ 財務書類４表の関係＞ 
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２．普通会計財務書類 

①普通会計貸借対照表 

貸借対照表とは、町が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、

その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたのかを示したもので、資産

総額（表の左側）と負債・純資産総額（表の右側）が一致し、左右がバランスしてい

ることから、バランスシートとも呼ばれます。 

 

＜図２ 貸借対照表の構造＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 南部町の普通会計貸借対照表の概要版は、表１のとおりです。 

 

 ＜表１ 普通会計貸借対照表（概要版）＞ 
（単位：百万円）

【資産の部】 平成26年度 平成25年度 差額 【負債の部】 平成26年度 平成25年度 差額

１．公共資産 47, 1 3 9 4 7 , 5 9 9 △  4 6 0 １．固定負債 13, 7 5 1 1 4 , 8 6 8 △  1 , 1 1 7

　(1)有形固定資産 47,058 47,510 △ 452 　(1)地方債 12,293 13,091 △ 798

　(2)売却可能資産 81 89 △ 8 　(2)退職手当引当金 1,458 1,777 △ 319

２．投資等 6,7 1 6 5 , 8 9 8 8 1 8 　(3)その他 0 0 0

　(1)投資及び出資金 1,592 1,581 11 ２．流動負債 1,9 2 6 1 , 7 3 8 1 8 8

　　　　　 投資損失引当金 △ 10 △ 10 0 　(1)翌年度償還予定地方債 1,849 1,659 190

　(2)貸付金 32 106 △ 74 　(2)その他 77 79 △ 2

　(3)基金等 5,063 4,286 777 負債合計 15, 6 7 7 1 6 , 6 0 6 △  9 2 9

　(4)長期延滞債権 125 24 101 【純資産の部】 平成26年度 平成25年度 差額

　　　 回収不能見込額 △ 86 △ 89 3 １． 公共資産等整備国県補助金等 9 , 7 0 2 9 , 7 5 4 △  5 2

３．流動資産 4,3 2 9 4 , 3 9 0 △  6 1 ２．公共資産等整備一般財源等 3 6 , 0 0 0 3 4 , 7 5 0 1 , 2 5 0

　(1)現金預金 4,306 4,366 △ 60 ３．その他一般財源等 △ 5, 0 0 8 △  5 , 0 3 6 2 8

　(2)未収金 23 24 △ 1 ４．資産評価差額 1,8 1 3 1 , 8 1 3 0

純資産合計 42, 5 0 7 4 1 , 2 8 1 1 , 2 2 6

資産合計 58, 1 8 4 5 7 , 8 8 7 2 9 7 負債及び純資産合計 58, 1 8 4 5 7 , 8 8 7 2 9 7

 

 

普通会計の平成２６年度末の資産総額は581億8千4百万円で、前年度に対して2億9

千7百万円増加しています。資産の内訳は、本町が住民サービスのために使う「有形

固定資産」を含む「公共資産」が471億3千9百万円と大部分を占めており、その他「投

資等」が67億1千6百万円、「流動資産」が43億2千9百万円となっています。 

 一方、負債総額は156億7千7百万円で、前年度に対して9億2千9百万円減少していま
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す。負債とは、将来支払義務の履行により資金の流出をもたらすもので、将来世代の

負担分といえます。負債の内訳は、支払時期が１年超の「固定負債」が137億5千1百

万円、１年以内の「流動負債」が19億2千6百万円となっています。 

このことから、資産と負債の差額であり、過去及び現世代の負担分（国・県の負担

含む）を表す純資産の総額は425億7百万円となり、前年度に対して12億2千6百万円増

加しました。 

 

 

②普通会計行政コスト計算書 

行政コスト計算書とは、1 年間の行政活動のうち、人的サービスや給付サービスな

ど資産形成につながらない行政サービスにかかる経費（人件費、物件費、社会保障給

付等）とその行政サービスの直接の対価として得られた財源（使用料・手数料等）と

を対比して示したものです。 

南部町の普通会計行政コスト計算書の概要版は、表２のとおりです。 

 

 ＜表２ 普通会計行政コスト計算書（概要版）＞ 

（単位：百万円）

金額 構成比
【経常行政コスト】 8,424 100.0%

１．人にかかるコスト 1,276 15.1%
　(1)人件費 1,284 15.2%
　(2)退職手当引当金繰入等 △ 85 -1.0%
　(3)賞与引当金繰入額 77 0.9%
２．物にかかるコスト 3,138 37.2%
　(1)物件費 1,220 14.5%
　(2)維持補修費 105 1.2%
　(3)減価償却費 1,813 21.5%
３．移転支出的なコスト 3,826 45.5%
　(1)社会保障給付 984 11.7%
　(2)補助金等 1,113 13.2%
　(3)他会計への支出額 1,515 18.0%
　(4)他団体への公共資産整備補助金等 214 2.6%
４．その他のコスト 184 2.2%
　(1)支払利息 181 2.2%
　(2)回収不能見込計上額 3 0.0%

【経常収益】 323
　(1)使用料・手数料 192
　(2)分担金・負担金・寄附金 131

【純経常行政コスト】 8,101

平成26年度

 
 

 

 平成２６年度の経常行政コストは84億2千4百万円で、その内訳は「人にかかるコス

ト」が12億7千6百万円、「物にかかるコスト」が31億3千8百万円、「移転支出的なコ

スト」が38億2千6百万円、「その他のコスト」が1億8千4百万円となっています。 

 補助金等、他会計への支出額などの移転支出的なコストや減価償却費などの物にか

かるコストの割合が高くなっています。 

 

 



③普通会計純資産変動計算書 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間で

どのように変動したのかを示すもので、過去及び現世代の負担分（国・県の負担含む）

に係る当該年度の増減を把握することができます。 

 南部町の普通会計純資産変動計算書の概要版は、表３のとおりで、期末純資産残高

が425億7百万円と、期首（前年度期末）純資産残高に対して12億2千6百万円増加して

います。これは、純経常行政コストを本年度の一般財源等で賄い、さらに剰余が発生

していることを表しています。 

 

 ＜表３ 普通会計純資産変動計算書（概要版）＞ 

（単位：百万円）
平成26年度

期首純資産残高 41,281
純経常行政コスト △ 8,101
財源調達
　地方税 1,552
　地方交付税 5,732
　その他行政コスト充当財源 516
　補助金 1,624
臨時損益 △ 97
その他 0
期末純資産残高 42,507  

 

 

④普通会計資金収支計算書 

 資金収支計算書とは、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの活

動区分に分けて表示した財務書類です。３つの区分とは、「経常的収支の部（経常的

な行政活動による支出とその財源）」、「公共資産整備収支の部（公共資産整備にか

かる支出とその財源）」及び「投資・財務的収支の部（出資、基金積立、借金返済な

どの支出とその財源）」です。 

南部町の普通会計資金収支計算書の概要版は、表４のとおりで、平成２６年度は、

公営住宅建設事業、道路整備事業など普通建設事業を計画的に実施したことと、起債

の償還及び将来の安定的な財政運営に資するための基金積立てを進めたため、公共資

産整備収支、投資・財務的収支がマイナスとなっており、全体としての当期収支は、

3千6百万円となりました。 

 

 ＜表４ 普通会計資金収支計算書（概要版）＞ 

（単位：百万円）
平成26年度

１．経常的収支 3,471
２．公共資産整備収支 △ 588
３．投資・財務的収支 △ 2,847
当期収支 36
期首歳計現金残高 280
期末歳計現金残高 316  

 

 



３．普通会計財務書類に基づく財務分析 

①住民一人当たり貸借対照表・行政コスト計算書 

貸借対照表や行政コスト計算書を他団体と比較することは、人口規模等の違いによ

り、そのままでは困難ですが、住民一人当たりの数値を算出することで他団体との比

較がしやすくなり、より住民が実感を持てる数値となります。なお、住民一人当たり

財務書類は、年度末の住民基本台帳人口に基づき作成しています。 

（平成２２年度末住民基本台帳人口 20,758人） 

（平成２３年度末住民基本台帳人口 20,437人） 

（平成２４年度末住民基本台帳人口 20,196人） 

（平成２５年度末住民基本台帳人口 19,753人） 

（平成２６年度末住民基本台帳人口 19,451人） 

 

なお、分析に使用した平均的な値は、「新地方公会計制度の徹底解説」（株式会社

ぎょうせい発行、有限責任監査法人トーマツ編著、平成２０年）に掲載された数値を

参考にしています。 

 

 ＜表５ 住民一人当たり普通会計貸借対照表＞ 

（単位：千円）

【資産の部】 平成26年度 平成25年度 差額 【負債の部】 平成26年度 平成25年度 差額

１．公共資産 2,4 2 3 2 , 4 1 0 1 3 １．固定負債 707 7 5 3 △  4 6

　(1)有形固定資産 2,419 2,405 14 　(1)地方債 632 663 △ 31

　(2)売却可能資産 4 5 △ 1 　(2)退職手当引当金 75 90 △ 15

２．投資等 345 2 9 9 4 6 　(3)その他 0 0 0

　(1)投資及び出資金 82 80 2 ２．流動負債 99 8 8 1 1

　　　　　 投資損失引当金 △ 1 0 △ 1 　(1)翌年度償還予定地方債 95 84 11

　(2)貸付金 2 5 △ 3 　(2)その他 4 4 0

　(3)基金等 260 217 43 負債合計 806 8 4 1 △  3 5

　(4)長期延滞債権 6 1 5 【純資産の部】 平成26年度 平成25年度 差額

　　　 回収不能見込額 △ 4 △ 4 0 １． 公共資産等整備国県補助金等 4 9 9 4 9 4 5

３．流動資産 223 2 2 2 1 ２．公共資産等整備一般財源等 1 , 8 5 1 1 , 7 5 9 9 2

　(1)現金預金 222 221 1 ３．その他一般財源等 △ 25 8 △  2 5 5 △  3

　(2)未収金 1 1 0 ４．資産評価差額 93 9 2 1

純資産合計 2,1 8 5 2 , 0 9 0 9 5

資産合計 2,9 9 1 2 , 9 3 1 6 0 負債及び純資産合計 2,9 9 1 2 , 9 3 1 6 0

 

 

平成２６年度末の住民一人当たりの公共資産は242万3千円であり、投資等及び流動

資産を合わせた住民一人当たりの資産は299万1千円となっています。「町村」の住民

一人当たり資産の平均的な値は100万円～500万円程度といわれているため、南部町は

標準的な水準にあるといえます。一方、将来負担を表す住民一人当たりの負債は80万

6千円です。「町村」の住民一人当たり負債の平均的な値は30万円～200万円程度とい

われているため、こちらについても標準的な水準にあるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ＜表６ 住民一人当たり行政コスト計算書＞ 

（単位：千円）

金額 構成比
【経常行政コスト】 433 100.0%

１．人にかかるコスト 66 15.2%
　(1)人件費 66 15.2%
　(2)退職手当引当金繰入等 △ 4 -0.9%
　(3)賞与引当金繰入額 4 0.9%
２．物にかかるコスト 161 37.2%
　(1)物件費 63 14.5%
　(2)維持補修費 5 1.2%
　(3)減価償却費 93 21.5%
３．移転支出的なコスト 197 45.5%
　(1)社会保障給付 51 11.8%
　(2)補助金等 57 13.2%
　(3)他会計への支出額 78 18.0%
　(4)他団体への公共資産整備補助金等 11 2.5%
４．その他のコスト 9 2.1%
　(1)支払利息 9 2.1%
　(2)回収不能見込計上額 0 0.0%

【経常収益】 17
　(1)使用料・手数料 10
　(2)分担金・負担金・寄附金 7

【純経常行政コスト】 416

平成26年度

 
 

 

平成２６年度の住民一人当たり行政コスト計算書によると、１年間に住民一人当た

り43万3千円の経常行政コストがかかっていることが分かります。「町村」の住民一

人当たり経常行政コストの平均的な値は20万円～90万円程度といわれているため、比

較的低い水準にあるといえます。 

 

 

②社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることによ

り、過去及び現世代によってこれまでに負担された割合を見ることができます。また、

地方債に着目すれば、将来返済しなければならない、将来世代によって負担する割合

を見ることができます。 

 

社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100 

社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×100 

 

＜表７ 社会資本形成の世代間負担比率＞ 

（単位：百万円）
平成26年度

公共資産合計 47,139
純資産合計 42,507
地方債残高 14,142

社会資本形成の過去及び現世代負担比率 90.2%

社会資本形成の将来世代負担比率 30.0%  



平成２６年度末の社会資本形成の過去及び現世代負担比率は90.2％、将来世代負担

比率は30.0％となっています。過去及び現世代負担比率、将来世代負担比率の平均的

な値は、それぞれ50%～90%程度、15%～40%程度といわれているため、両比率ともに比

較的高めの水準にあるといえます。 

 

 

③受益者負担比率 

 行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経

常収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担比率を算定すること

ができます。 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100 

 

＜表８ 受益者負担比率＞ 

（単位：百万円）
平成26年度

経常収益 323
経常行政コスト 8,424

受益者負担比率 3.8%  
 

平成２６年度における受益者負担比率は3.8％となっています。受益者負担比率の

平均的な値は2％～8％程度といわれているため、比較的低い水準にあるといえます。

これは、住民一人当たりの経常行政コストが比較的低い水準にあることに対し、経常

収益も小さいことが要因です。 

 

④基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

 資金収支計算書に注記されている基礎的財政収支は、地方債の発行や償還等の影響

を除いた財政収支で、次の式により計算されます。 

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

＝「歳入総額－（繰越金＋地方債発行額＋財政調整基金等の取崩額）」 

－「歳出総額－（地方債元利償還額＋財政調整基金等の積立額）」 

 

＜表９ 基礎的財政収支＞ 

（単位：百万円）
平成26年度

収入総額 11,464
繰越金 △ 170
地方債発行額 △ 1,259
財政調整基金等取崩額 △ 208
支出総額 △ 11,147
地方債元利償還額 2,049
財政調整基金等積立額 1
基礎的財政収支 730  

 

平成２６年度における基礎的財政収支は7億3千万円の黒字になっており、一般財源

等の余剰分で公共投資を賄えた結果を表すとともに、地方債に依存しすぎない、中長

期的に持続可能な財政運営が可能であるといえます。 

 

 



４．連結財務書類 

①連結の範囲等 

連結財務書類とは、普通会計のほか、全ての特別会計に加え、町が加入している一

部事務組合及び広域連合（以下、一部事務組合等という）、町が出資している公社な

ど、いわゆる第三セクター等といわれる関係団体（以下、関係団体等という）を１つ

の行政サービス実施主体とみなして作成する財務書類です。 

 町の行政サービスは、一般会計を中心とした普通会計だけではなく、国民健康保険

特別会計や病院事業会計などの多様な会計や一部事務組合等、関係団体等によって実

施されており、普通会計の財務書類を作成するだけでは、必ずしも行政サービス実施

主体としての町の財務状況の全体像を表すことはできません。 

 そこで、町と一部事務組合等及び関係団体等を連結して１つの行政サービス実施主

体としてとらえ、公的資金等によって形成された資産の状況、その財源とされた負債

及び純資産の状況、さらには行政サービスの提供に要したコストや資金収支の状況な

どを総合的に明らかにすることにより、財務情報の透明性を一層向上させることが、

連結財務書類の目的といえます。 

 南部町の連結対象範囲は、図３のとおりです。 

 なお、一部事務組合等の連結に際しては、町の当年度の負担割合相当分を連結する

比例連結を行います。また、新地方公会計制度に基づく財務書類を作成していない一

部事務組合等については、連結対象から除外しています。 

 

＜図３ 連結対象範囲＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※連結内部の取引は相殺消去します 

                                               

                                              

                                            

                                            青森県総合事務組合 

                      青森県後期高齢者医療広域連合 

                      八戸圏域水道企業団 

                      八戸地域広域市町村圏事務組合 

                      三戸郡福祉事務組合 

                       

                                                                   

                      青森県市町村職員退職手当組合※ 

                       （貸借対照表に退職手当組合積立金、退職 

手当引当金を計上することで連結） 

                       

                                                                                                               

                      南部町健康増進公社 
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国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

介護サービス事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

病院事業会計 

公共下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

町営地方卸売市場特別会計 

介護老人保健施設特別会計 

一般会計 

学校給食センター特別会計 

農林漁業体験実習館事業特別会計 

ボートピア交付金事業特別会計 

町全体 

普通会計 



②連結貸借対照表 

 連結貸借対照表とは、連結対象範囲に掲げた全ての会計等を１つの行政サービス実

施主体とみなし、連結全体の資産や負債の情報を網羅した財務書類です。 

南部町の連結貸借対照表の概要版は、表１０のとおりです。 

 

 ＜表１０ 連結貸借対照表（概要版）＞ 

（単位：百万円）

【資産の部】 平成26年度 【負債の部】 平成26年度

１．公共資産 65,612 １．固定負債 21,462

　(1)有形固定資産 64,430 　(1)地方債 17,290

　(2)無形固定資産 1,101 　(2)一部事務組合等地方債 1,257

　(3)売却可能資産 81 　(3)退職手当引当金 2,751

２．投資等 5,686 　(4)その他 164

　(1)投資及び出資金 93 ２．流動負債 2,528

　　　　　 投資損失引当金 0 　(1)翌年度償還予定地方債 2,243

　(2)貸付金 99 　(2)未払金 105

　(3)基金等 5,339 　(3)賞与引当金 148

　(4)長期延滞債権 320 　(4)その他 32

　　　 回収不能見込額 △ 165 負債合計 23,990

３．流動資産 6,795 【純資産の部】 平成26年度

　(1)資金 6,499 純資産合計 54,103

　(2)未収金 277

　(3)その他 19

資産合計 78,093 負債及び純資産合計 78,093  

 

 

平成２６年度末における連結ベースでの資産総額は780億9千3百万円であり、その

内訳は「公共資産」が656億1千2百万円、「投資等」が56億8千6百万円、「流動資産」

が67億9千5百万円となっています。 

一方、連結ベースでの負債総額は239億9千万円であり、その内訳は「固定負債」が

214億6千2百万円、「流動負債」が25億2千8百万円となっています。 

このことから、資産と負債の差額である純資産の総額は541億3百万円となっていま

す。 

 

 

③連結行政コスト計算書 

 連結行政コスト計算書とは、連結対象範囲に掲げた全ての会計等を１つの行政サー

ビス実施主体とみなし、資産形成につながらない、行政サービスにかかる経費と、そ

の行政サービスの直接の対価として得られた財源とを対比して示した財務書類です。 

 南部町の連結行政コスト計算書の概要版は、表１１のとおりです。 

 

 

 

 

 



 ＜表１１ 連結行政コスト計算書（概要版）＞ 

（単位：百万円）

金額 構成比
【経常行政コスト】 17,461 100.0%

１．人にかかるコスト 2,832 16.2%
２．物にかかるコスト 4,892 28.0%
３．移転支出的なコスト 9,245 53.0%
４．その他のコスト 492 2.8%

【経常収益】 6,238
【純経常行政コスト】 11,223

平成26年度

 

 

平成２６年度における連結ベースでの経常行政コストは174億6千1百万円であり、

その内訳は「人にかかるコスト」が28億3千2百万円、「物にかかるコスト」が48億9

千2百万円、「移転支出的なコスト」が92億4千5百万円、「その他のコスト」が4億9

千2百万円となっています。 

「移転支出的なコスト」の中でも社会保障給付が74億3千万円とその約80％を占め、

国民健康保険特別会計、介護保険特別会計及び青森県後期高齢者医療広域連合におけ

る保険給付費など、社会保障サービスに係る負担が大きいことが要因といえます。 

 

 

④連結純資産変動計算書 

 連結純資産変動計算書は、連結貸借対照表の純資産の部に計上されている数値が１

年間でどのように変動したのかを示す財務書類です。 

南部町の連結純資産変動計算書の概要版は、表１２のとおりです。 

 

 ＜表１２ 連結純資産変動計算書（概要版）＞ 

（単位：百万円）
平成26年度

期首純資産残高 53,497
純経常行政コスト △ 11,223
財源調達
　地方税 1,552
　地方交付税 5,731
　その他行政コスト充当財源 634
　補助金 4,750
臨時損益 △ 97
出資の受入 11
その他 △ 752
期末純資産残高 54,103  

 

平成２６年度末における連結ベースでの期末純資産額は541億3百万円であり、当年

度中に純資産が6億6百万円増加しています。これは、普通会計における純資産の動き

と同様に、純経常行政コストを当年度の一般財源や補助金等で賄い、さらに剰余が発

生していることを表しています。 

 

 

 

 

 



⑤連結資金収支計算書 

 連結資金収支計算書とは、連結対象範囲に掲げた全ての会計等を１つの行政サービ

ス実施主体とみなし、資金の出入りの情報を性質の異なる３つの活動区分に分けて表

示した財務書類です。 

 南部町の連結資金収支計算書の概要版は、表１３のとおりです。 

 

 ＜表１３ 連結資金収支計算書（概要版）＞ 

（単位：百万円）
平成26年度

１．経常的収支 3,915
２．公共資産整備収支 △ 843
３．投資・財務的収支 △ 3,291
当年度資金増減額 △ 219
期首資金残高 6,736
経費負担割合変更に伴う差額 △ 18
期末資金残高 6,499  

 

平成２６年度における連結ベースの「経常的収支」は39億1千5百万円の収入超過と

なっています。最終的な当期の収支は2億1千9百万円の支出超過となっており、経常

的な行政活動で獲得した資金を公共資産整備支出や起債の償還及び基金積立等の投

資・財務的支出に充てていることがわかります。 

 

 

 

５．連結財務書類の財務指標分析 

連結財務書類の数値と普通会計の数値とを比較することにより、その差の原因であ

る普通会計以外の会計等が本町に与えている影響を検討することができます。 

 

 ＜表１４ 連結貸借対照表と普通会計貸借対照表との比較＞ 

（単位：百万円）

連単倍率

金額 構成比 金額 構成比 （倍）

資産

　１．公共資産 65,612 84.0% 47,139 81.0% 1.4

　２．投資等 5,686 7.3% 6,716 11.6% 0.8

　３．流動資産 6,795 8.7% 4,329 7.4% 1.6

資産合計 78,093 100.0% 58,184 100.0% 1.3

負債

　１．地方債 18,547 23.7% 12,293 21.1% 1.5

　２．翌年度償還予定地方債 2,243 2.9% 1,849 3.2% 1.2

　３．退職手当引当金 2,751 3.5% 1,458 2.5% 1.9

　４．その他負債 449 0.6% 77 0.1% 5.8

負債合計 23,990 30.7% 15,677 26.9% 1.5

純資産 54,103 69.3% 42,507 73.1% 1.3

負債及び純資産合計 78,093 100.0% 58,184 100.0% 1.3

連結 普通会計

平成26年度

 
 

 

 



資産合計は、普通会計の581億8千4百万円に対して連結は780億9千3百万円であり、

連単倍率は1.3倍となっています。内訳別にみた連単倍率の主な要因は以下のとおり

です。 

「公共資産」の連単倍率は1.4倍であり、資産全体の連単倍率と比較してほぼ同じ

くなっています。連結、普通会計ともに主として住民サービスのために使用する有形

固定資産が大部分を占めていますが、公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特

別会計及び八戸圏域水道企業団が多額の有形固定資産を保有していることが主な要

因です（公共下水道 23億6千6百万円、農集排 55億6千2百万円、水道企業団 58億

3千3百万円）。 

「投資等」の連単倍率は0.8倍であり、資産全体の連単倍率と比較して低くなって

います。これは、普通会計で計上されていた「投資及び出資金」が、連結上は内部取

引として相殺消去されていることが主な要因となっています。 

「流動資産」の連単倍率は1.6倍であり、資産全体の連単倍率と比較して高くなっ

ています。これは、病院事業会計で保有する資金（8億1千3百万円）及び未収金（1億

8千2百万円）、国民健康保険特別会計で保有する資金（3億9千4百万円）等が主な要

因となっています。 

負債合計は普通会計の156億7千7百万円に対して連結は239億9千万円であり、連単

倍率は1.5倍となっています。公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計

及び八戸圏域水道企業団が、多額の有形固定資産を保有すると同時に、その財源であ

る地方債残高も多額であることが要因となっています。 

 

 ＜表１５ 連結行政コスト計算書と普通会計行政コスト計算書との比較＞ 

（単位：百万円）

連単倍率
金額 構成比 金額 構成比 （倍）

【経常行政コスト】 17,461 100.0% 8,424 100.0% 2.1
１．人にかかるコスト 2,832 16.2% 1,276 15.1% 2.2
　(1)人件費 2,606 14.9% 1,284 15.2% 2.0
　(2)退職手当引当金繰入等 85 0.5% △ 85 -1.0% -1.0
　(3)賞与引当金繰入額 141 0.8% 77 0.9% 1.8
２．物にかかるコスト 4,892 28.0% 3,138 37.2% 1.6
　(1)物件費 2,098 12.0% 1,220 14.5% 1.7
　(2)維持補修費 217 1.2% 105 1.2% 2.1
　(3)減価償却費 2,577 14.8% 1,813 21.5% 1.4
３．移転支出的なコスト 9,245 53.0% 3,826 45.5% 2.4
　(1)社会保障給付 7,430 42.6% 984 11.7% 7.6
　(2)補助金等 1,598 9.2% 1,113 13.2% 1.4
　(3)他会計への支出額 3 0.0% 1,515 18.0% 0.0
　(4)他団体への公共資産整備補助金等 214 1.2% 214 2.6% 1.0
４．その他のコスト 492 2.8% 184 2.2% 2.7
　(1)支払利息 302 1.7% 181 2.2% 1.7
　(2)回収不能見込計上額 2 0.0% 3 0.0% 0.7
　(3)その他行政コスト 188 1.1% - - -

【経常収益】 6,238 100.0% 323 100.0% 19.3
　(1)使用料・手数料 205 3.3% 192 59.4% 1.1
　(2)分担金・負担金・寄附金 2,716 43.5% 131 40.6% 20.7
　(3)保険料 1,092 17.5% - - -
　(4)事業収益 2,177 34.9% - - -
　(5)その他特定行政サービス収入 48 0.8% - - -

【純経常行政コスト】 11,223 8,101 1.4

連結 普通会計
平成26年度

 

 



経常行政コストは普通会計の84億2千4百万円に対して、連結は174億6千1百万円で

あり、連単倍率は2.1倍となっています。内訳別の連単倍率をみると、「人にかかる

コスト」が2.2倍、「物にかかるコスト」が1.6倍、「移転支出的なコスト」が2.4倍、

「その他のコスト」が2.7倍となっています。 

「移転支出的なコスト」に含まれる「社会保障給付」の連単倍率が7.6倍と高くなっ

ていますが、これは国民健康保険特別会計（16億3千万円）、介護保険特別会計（23

億9千2百万円）及び青森県後期高齢者医療広域連合（24億6百万円）における保険給

付費など、社会保障サービスに係る負担が大きいことが要因です。 

 経常収益は普通会計の3億2千3百万円に対して、連結は62億3千8百万円であり、連

単倍率は19.3倍となっています。「分担金・負担金・寄附金」の連単倍率が20.7倍と

高くなっていますが、国民健康保険特別会計及び介護保険特別会計において、それぞ

れ8億8千2百万円、7億2百万円が計上されていることが主な要因です。 
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平成２８年４月 

南部町 
  



１．財務書類作成の基本的事項 

 

①作成方法 

  総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成１９年１０月）に基づき作成していま

す。 

②作成範囲（対象となる会計） 

  地方財政状況調査を作成する際の概念的な会計である「普通会計（一般会計に学校給食セン

ター特別会計、農林漁業体験実習館事業特別会計及びボートピア交付金事業特別会計を加えた

もの）」の財務書類と、これに普通会計以外の特別会計や加入する一部事務組合等を加えた「連

結」での財務書類を作成します。 

③作成基準日と対象期間 

  会計年度の最終日である平成２７年３月３１日を貸借対照表（バランスシート）作成の基準

日としています。また、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は平成２６

年４月１日から平成２７年３月３１日を作成対象期間とします。出納整理期間（平成２７年４

月１日～５月３１日）における資金の出入りについては、作成基準日及び対象期間までに終了

したものとして処理しています。 

 

２．貸借対照表（バランスシート）の構成 

  貸借対照表（バランスシート）は、年度末における資産と、その資産をどのような財源で賄

ってきたのかを示す財務書類です。 

①資産の部について 

  資産とは、一会計年度を超えて、当町の行政サービスを提供するための経営資源として用い

られると見込まれるものをいいます。公共資産、投資等、流動資産及び繰延勘定（連結のみ）

に分類して表示します。 

１）有形固定資産 

  当町が取得した土地、建物、構造物、備品など長期間にわたって行政サービスを提供するた

めに使用されるものをいい、生活インフラ・国土保全、教育、福祉等の行政目的別に表示しま

す。評価額は取得原価主義で、過去の実際の支出額（昭和４４年度以降の地方財政状況調査の

普通建設事業費）を基礎として計上します。ただし、普通建設事業費中、他の団体に支出した

負担金・補助金などは、当町の資産形成とはならないので計上しません。また、減価償却は定

額法により行ないますが、土地については、減価償却を行いません。 

２）売却可能資産 

  町の財産のうち売却を予定している公共資産について、売却予定価格で計上します。 

３）投資等 

  投資等には、当町が出資したり貸し付けたりしている投資及び出資金や貸付金、保有してい

る基金の額を地方財政状況調査データから把握し、資産としてバランスシートに計上します。

ただし、財政調整基金及び減債基金については、後述する流動資産に計上します。退職手当組

合積立金は、青森県市町村職員退職手当組合が保有する資産のうち、当町の持分です。将来の

退職手当の支給原資となるため、資産としてバランスシートに計上します。 

４）投資損失引当金 

  市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものについて、実質

価額が著しく低下した場合（取得価格に比べて３０％以上低下した場合）に計上します。 

 



５）長期延滞債権・回収不能見込額 

  収入未済額のうち前年度以前に発生したものは長期延滞債権に計上します。長期延滞債権及

び貸付金のうち、将来回収不能となることが見込まれるものについては、回収不能見込額に計

上します。回収不能見込額は個別に判断したもののほか、過去５年間の不納欠損額÷（滞納繰

越分収入額＋不納欠損額）の平均値を用いて算出します。 

６）流動資産 

流動資産には、流動性の高い基金である財政調整基金及び減債基金、当該年度の歳入総額か

ら歳出総額を差し引いた形式収支に相当する歳計現金、また、地方税や使用料等の収入未済額

のうち今年度に発生したものを未収金に計上します。財政調整基金と減債基金、歳計現金につ

いては、地方財政状況調査データから把握します。また、未収金のうち将来回収不能となるこ

とが見込まれるものについては、回収不能見込額に計上します。計上方法は、前述の長期延滞

債権及び貸付金と同様です。 

 

②負債の部について 

  負債とは、将来において支払や返済の必要があるものをいいます。 

１）固定負債 

  固定負債とは、貸借対照表作成基準日の翌日から一年以内に支払期限が到来するもの以外の

ものをいい、地方債（元金部分）、長期未払金、退職手当引当金等を計上します。地方債は、地

方財政状況調査データから、翌年度に支払う元金償還金を控除し計上します。退職手当引当金

は、年度末に職員全員が普通退職したと想定し、退職手当の要支給額を計上します。 

２）流動負債 

  流動負債とは、貸借対照表作成基準日の翌日から一年以内に支払期限が到来するものを計上

します。翌年度償還予定地方債は、地方債残高のうち、作成基準日の翌日から一年以内に償還

期限が到来する地方債の元金償還金を計上します。賞与引当金には翌年度の６月に支払う予定

の期末・勤勉手当のうち当該年度負担相当額（支給対象期間である１２月から５月までの６か

月間のうち、１２月から３月までの４カ月分）を計上します。 

 

③純資産の部について 

  行政サービスを提供するために保有している財産に対応する財源のうち、過去及び現世代の

負担した部分で、資産から負債を差し引いた残額を計上します。 

１）公共資産整備国県補助金等 

  普通建設事業等の資産形成に充てられた国県補助金等の累計額を計上しますが、普通建設事

業費（用地取得費を除く）に充てられたものは減価償却を行います。 

２）公共資産等整備一般財源等 

  公共資産、投資等に充当された財源のうち、地方債や国県補助金等を除いた額で、公共資産

等の形成に充てられた一般財源を計上します。公共資産整備国県補助金等と同様に減価償却を

行います。 

３）その他一般財源等 

  純資産のうち、上記 １）、２）及び資産評価差額を除いたものを計上します。 

４）資産評価差額 

  新たに売却可能資産を計上した場合や資産の評価替えを行った場合等に、売却可能価額と帳

簿価額との差額を計上します。また、昭和４３年度以前に取得され、地方財政状況調査に未計

上であった資産についてもその評価額を計上します。 



３．行政コスト計算書の構成 

  行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち、人的サービスや給付サービスなど資産形成

につながらない行政サービスにかかる経費と、その行政サービスの直接の対価として得られた

財源とを対比して示す財務書類です。 

①人にかかるコスト 

  行政サービスの担い手である町議会議員などの報酬や町職員等の給与などに要する経費を計

上します。（人件費、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入額） 

②物にかかるコスト 

  町が最終的な消費者となっている経費を計上します。（物件費、維持補修費、減価償却費） 

③移転支出的なコスト 

  他の団体や個人などに対して町が補助や給付することにより、その団体や個人に効果が生じ

る経費を計上します。（社会保障給付、補助金等、他会計への支出額、他団体への公共資産整備

補助金等） 

④その他のコスト 

  上記①から③のコストに属さない経費を計上します。（公債費（利子分のみ）、回収不能見込

計上額） 

⑤使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金 

  当該年度の収入額と、長期延滞債権及び未収金として新たに貸借対照表に計上した額（当該

年度をＮ年度とした場合、Ｎ年度長期延滞債権及び未収金－Ｎ-１年度長期延滞債権及び未収金）

とを計上します。 

 

４．純資産変動計算書の構成 

  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が、１年間でどのよ

うに変動したのかを示す財務書類です。 

①純経常行政コスト 

  行政コスト計算書の純経常行政コストを計上します。 

②地方税 

  町税の当該年度収入額と、長期延滞債権及び未収金として新たに貸借対照表に計上した額（当

該年度をＮ年度とした場合、Ｎ年度長期延滞債権及び未収金－Ｎ-１年度長期延滞債権及び未収

金）とを計上します。 

③地方交付税 

  普通交付税及び特別交付税収入額を計上します。 

④その他行政コスト充当財源 

  地方譲与税及び各種交付金収入額と、資産の増減分を除く財産収入、繰入金及び諸収入の当

該年度収入額、また、これらに係る長期延滞債権及び未収金として新たに貸借対照表に計上し

た額（当該年度をＮ年度とした場合、Ｎ年度長期延滞債権及び未収金－Ｎ-１年度長期延滞債権

及び未収金）とを計上します。 

⑤補助金等受入 

  国・県支出金を計上します。 

⑥臨時損益 

  災害復旧事業に要した額や市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に

対するものについて、実質価額が著しく低下した場合（取得価格に比べて３０％以上低下した

場合）等に計上します。 



⑦公共資産整備への財源投入 

  当該年度の普通建設事業費（町実施分）決算額から、国県補助金及び地方債発行額を除いた

額を公共資産等整備一般財源等に計上し、同額をその他一般財源等から控除します。 

⑧公共資産処分による財源増 

  公共資産の除売却により貸借対照表の公共資産を減額した場合に、その財源相当額を公共資

産等整備に係る財源から控除し、同額をその他一般財源等へ計上します。 

⑨貸付金・出資金等への財源投入 

  当該年度における基金積立金（財政調整基金及び減債基金を除く）、投資及び出資金、貸付金、

定額運用基金への繰出金決算額から、国県補助金及び地方債発行額を除いた額を公共資産等整

備一般財源等に計上し、同額をその他一般財源等から控除します。 

⑩貸付金・出資金等の回収等による財源増 

  当該年度における基金の取崩し、投資及び出資金又は貸付金の回収があった場合に、その財

源相当額を公共資産等整備に係る財源から控除し、同額をその他一般財源等へ計上します。 

⑪減価償却による財源増 

  公共資産の減価償却に対応する財源相当額を公共資産等整備に係る財源から控除し、同額を

その他一般財源等へ計上します。 

⑫地方債償還に伴う財源振替 

  公共資産等整備に係る地方債の当該年度償還額を公共資産等整備一般財源に計上し、同額を

その他一般財源等から控除します。 

⑬資産評価替えによる変動額 

  新たに売却可能資産を計上した場合や資産の評価替えを行った場合等に、売却可能価額と帳

簿価額との差額を計上します。 

 

５．資金収支計算書の構成 

  資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの活動区分に分

けて表示した財務書類です。 

①経常的収支の部 

  経常的な行政活動による支出とその財源を計上します。具体的には人件費、物件費、社会保

障給付、補助金などの支出と町税、地方交付税、使用料・手数料などの収入を計上します。 

②公共資産整備収支の部 

  公共資産整備にかかる支出とその財源を計上します。町が実施する公共資産整備支出のほか、

他団体が実施する公共資産整備に対する補助金支出も計上します。収入には財源となる国県支

出金、地方債発行額を計上します。 

③投資・財務的収支の部 

  投資及び出資金、貸付金、基金積立に係る支出とその財源、貸付金の元金回収による収入、

地方債の元金償還額などを計上します。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普 通 会 計 財 務 書 類 
 

 

 

 

 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 12,292,790

①生活インフラ・国土保全 18,607,497 (2) 長期未払金

②教育 14,652,961 ①物件の購入等

③福祉 1,603,282 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 529,155 ③その他

⑤産業振興 5,870,083 長期未払金計 0

⑥消防 882,766 (3) 退職手当引当金 1,458,678

⑦総務 4,911,971 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 47,057,715 (5) その他 0

(2) 売却可能資産 80,886 固定負債合計 13,751,468

公共資産合計 47,138,601

２　流動負債

２　投資等 (1) 翌年度償還予定地方債 1,848,773

(1) 投資及び出資金 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

①投資及び出資金 1,592,384 (3) 未払金 0

②投資損失引当金 △ 10,000 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

投資及び出資金計 1,582,384 (5) 賞与引当金 77,020

(2) 貸付金 31,717 (6) その他 0

(3) 基金等 流動負債合計 1,925,793

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 4,686,838 負　　債　　合　　計 15,677,261

③土地開発基金 0

④その他定額運用基金 242,802

⑤退職手当組合積立金 133,792 [純資産の部]

基金等計 5,063,432 １　公共資産等整備国県補助金等 9,702,183

(4) 長期延滞債権 124,771

(5) 回収不能見込額 △ 85,809 ２　公共資産等整備一般財源等 35,999,901

投資等合計 6,716,495

３　その他一般財源等 △ 5,008,073

３　流動資産

(1) 現金預金 ４　資産評価差額 1,812,525

①財政調整基金 1,186,368

②減債基金 2,803,032 純　 資　 産　 合　 計 42,506,536

③歳計現金 316,353

現金預金計 4,305,753

(2) 未収金

①地方税 22,220

②その他 10,977

③回収不能見込額 △ 10,249

未収金計 22,948

流動資産合計 4,328,701

資　　産　　合　　計 58,183,797 負 債 ・ 純 資 産 合 計 58,183,797

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち10,507,909千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 20,623,534 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 14,187,454 千円 14,187,454 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 4,402,930 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 478,507 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,554,643 千円 1,554,643 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 20,854,111 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 7,502,298 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 379,065 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 12,972,748 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 230,577 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は9,569,235千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は40,273,714千円です。

貸借対照表
(平成２７年　３月３１日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

4,422

216,943

189,242

2,715,761

0

0

0

526,460

808,111

2,329,626

3,794,195

0

11,229

130,138

3,794,195

656,458

0

0

3,340

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

0

0

4,402,930

478,507

0



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 1,283,626 15.2% 48,986 194,023 272,370 49,453 169,040 12,416 428,662 105,311 3,366

（２）退職手当引当金繰入等 △ 84,796 -1.0% △ 2,992 △ 13,904 △ 22,034 △ 3,923 △ 12,915 0 △ 27,382 △ 1,646 0

１ （３）賞与引当金繰入額 77,020 0.9% 2,939 11,642 16,343 2,967 10,143 745 25,922 6,319 0

小　　計 1,275,850 15.1% 48,933 191,761 266,679 48,497 166,268 13,161 427,202 109,984 3,366

（１）物件費 1,219,708 14.5% 46,985 388,750 97,293 183,592 201,479 47,752 249,153 4,704 0

（２）維持補修費 104,587 1.2% 71,340 6,504 2,958 2,481 15,434 1,696 4,174 0

（３）減価償却費 1,813,208 21.5% 564,203 348,681 107,506 40,905 347,783 107,377 296,753 0 0

小　　計 3,137,503 37.2% 682,528 743,935 207,757 226,978 564,696 156,825 550,080 4,704 0

（１）社会保障給付 983,488 11.7% 16,008 965,764 1,716

（２）補助金等 1,113,311 13.2% 11,252 76,179 162,763 268,194 127,287 328,906 137,178 1,552 0

３ （３）他会計等への支出額 1,515,469 18.0% 50,408 0 1,069,883 126,590 268,588 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

214,111 2.6% 4,100 0 0 7,462 202,516 33 0 0 0

小　　計 3,826,379 45.5% 65,760 92,187 2,198,410 403,962 598,391 328,939 137,178 1,552 0

（１）支払利息 181,633 2.2% 181,633

（２）回収不能見込計上額 2,759 0.0% 2,759

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 184,392 2.2% 0 0 0 0 0 0 0 0 181,633 2,759 0

8,424,124 797,221 1,027,883 2,672,846 679,437 1,329,355 498,925 1,114,460 116,240 181,633 2,759 3,366

（　構　成　比　率　） 9.5% 12.2% 31.7% 8.1% 15.8% 5.9% 13.2% 1.4% 2.2% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 192,385 9,568 4,533 67,491 12,915 18,709 0 13,049 0 0 0 66,120

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 130,885 0 78,820 21,992 134 0 0 290 0 0 0 29,649

323,270 9,568 83,353 89,483 13,049 18,709 0 13,339 0 0 0 95,769

ｄ／ａ 3.8% 1.2% 8.1% 3.3% 1.9% 1.4% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%

8,100,854 787,653 944,530 2,583,363 666,388 1,310,646 498,925 1,101,121 116,240 181,633 2,759 3,366

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

行政コスト計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 41,280,654 9,754,122 34,749,752 △ 5,035,745 1,812,525

純経常行政コスト △ 8,100,854 △ 8,100,854

一般財源

地方税 1,552,270 1,552,270

地方交付税 5,731,382 5,731,382

その他行政コスト充当財源 516,089 516,089

補助金等受入 1,623,941 301,605 1,322,336

臨時損益

災害復旧事業費 △ 96,050 △ 96,050

公共資産除売却損益 △ 896 △ 896

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 590,192 △ 590,192

公共資産処分による財源増 0 △ 896 896 0

貸付金・出資金等への財源投入 676,945 △ 676,945

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 87,900 87,900

減価償却による財源増 △ 353,544 △ 1,459,664 1,813,208

地方債償還に伴う財源振替 1,531,472 △ 1,531,472

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 42,506,536 9,702,183 35,999,901 △ 5,008,073 1,812,525

純資産変動計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成２６年度における一時借入金の借入限度額は700,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 11,463,618 千円

　繰越金 △ 169,683 千円

　地方債発行額 △ 1,259,000 千円

　財政調整基金等取崩額 △ 208,217 千円

　支出総額 △ 11,147,265 千円

　地方債元利償還額 2,049,056 千円

　財政調整基金等積立額 1,037 千円

　　基礎的財政収支 729,546 千円

※3 上記の他、の受け入れに伴う歳計外現金の収入額0千円

  　　　（の返還に伴う支出額0千円）があります。

316,353

44,970

4,174

322,406

△ 2,846,461

0

2,222

40,940

0

230,100

36,670

279,683

14,900

982,994

291,928

1,867,423

3,168,867

11,582

37,000

29,919

1,093,368

△ 588,266

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

40

1,360,799

67,732

1,681,634

462,949

253,103

563,500

465,400

218,177

370,672

9,878,161

3,471,397

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,546,290

5,731,382

1,158,770

190,646

130,180

66,644

983,488

1,113,311

181,633

1,166,597

204,003

6,406,764

資金収支計算書
自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,538,024

1,219,708



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連 結 財 務 書 類 
 

 

 

 

 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 20,973,879 ①普通会計地方債 12,292,790

②教育 14,652,961 ②公営事業地方債 4,997,143

③福祉 1,854,412  地方公共団体計 17,289,933

④環境衛生 8,849,805 (2) 関係団体

⑤産業振興 11,848,114 ①一部事務組合・広域連合地方債 1,256,409

⑥消防 1,339,078 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 4,911,971 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 1,256,409

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 64,430,220 (4) 引当金 2,895,232

(2) 無形固定資産 1,100,774 （うち退職手当等引当金） 2,751,141

(3) 売却可能資産 80,886 （うちその他の引当金） 144,091

公共資産合計 65,611,880 (5) その他 19,706

固定負債合計 21,461,280

２　投資等

(1) 投資及び出資金 92,924 ２　流動負債

(2) 貸付金 98,956 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 5,339,415 ①地方公共団体 2,117,335

(4) 長期延滞債権 319,788 ②関係団体 125,910

(5) その他 0  翌年度償還予定額計 2,243,245

(6) 回収不能見込額 △ 165,022 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

投資等合計 5,686,061 (3) 未払金 105,222

(4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 147,790

３　流動資産 (6) その他 31,971

(1) 資金 6,499,277 流動負債合計 2,528,228

(2) 未収金 276,698

(3) 販売用不動産 0 負　　債　　合　　計 23,989,508

(4) その他 33,432

(5) 回収不能見込額 △ 14,507 [純資産の部]

流動資産合計 6,794,900

純資産 合計 54,103,333

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 78,092,841 負債及び純資産合計 78,092,841

連結貸借対照表
（平成２７年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 2,605,636 14.9% 61,606 194,023 649,604 628,403 309,751 221,704 431,447 105,733 3,366

（２）退職手当等引当金繰入等 84,758 0.5% △ 1,569 △ 13,904 25,829 44,020 35,562 23,707 △ 27,241 △ 1,646 0

１ （３）賞与引当金繰入額 141,564 0.8% 3,769 11,642 35,782 30,565 15,768 11,626 26,070 6,342 0

小　　計 2,831,958 16.2% 63,806 191,761 711,215 702,988 361,081 257,037 430,276 110,429 3,366

（１）物件費 2,098,135 12.0% 56,155 388,750 459,437 474,016 390,948 71,669 252,254 4,906 0

（２）維持補修費 216,697 1.2% 71,404 6,504 5,572 100,605 25,640 2,798 4,174 0

（３）減価償却費 2,577,190 14.8% 622,751 348,681 148,202 460,657 577,078 123,068 296,753 0 0

小　　計 4,892,022 28.0% 750,310 743,935 613,211 1,035,278 993,666 197,535 553,181 4,906 0

（１）社会保障給付 7,429,913 42.6% 16,008 7,409,089 4,816

（２）補助金等 1,597,977 9.2% 11,469 76,179 957,875 218,306 165,628 31,377 135,588 1,555 0

（３）他会計等への支出額 3,162 0.0% 0 0 1,235 1,927 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

214,111 1.2% 4,100 0 0 7,462 202,516 33 0 0 0

小　　計 9,245,163 53.0% 15,569 92,187 8,368,199 232,511 368,144 31,410 135,588 1,555 0

（１）支払利息 302,343 1.7% 302,343

（２）回収不能見込計上額 1,459 0.0% 1,459

（３）その他行政コスト 187,532 1.1% 0 0 92,318 76,175 19,039 0 0 0 0

小　　計 491,334 2.8% 0 0 92,318 76,175 19,039 0 0 0 302,343 1,459 0

17,460,477 829,685 1,027,883 9,784,943 2,046,952 1,741,930 485,982 1,119,045 116,890 302,343 1,459 3,366

（　構　成　比　率　） 4.8% 5.9% 56.0% 11.7% 10.0% 2.8% 6.4% 0.7% 1.7% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 204,539 9,568 4,533 68,802 20,455 18,709 674 14,212 0 0 0 67,586

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 2,715,905 0 78,820 2,604,581 134 0 0 290 0 0 0 32,080

３ 保 険 料 1,092,212 1,092,212

４ 事 業 収 益 2,176,614 4,334 0 304,358 1,452,569 415,353 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 48,479 3,936 0 21,815 4,637 18,091 0 0 0 0

6,237,749 17,838 83,353 4,091,768 1,477,795 452,153 674 14,502 0 0 0 99,666

ｂ／ａ 35.7% 2.1% 8.1% 41.8% 72.2% 26.0% 0.1% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0%

11,222,728 811,847 944,530 5,693,175 569,157 1,289,777 485,308 1,104,543 116,890 302,343 1,459 3,366（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b



（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 53,497,226

純経常行政コスト △ 11,222,728

一般財源

地方税 1,552,270

地方交付税 5,731,382

その他行政コスト充当財源 633,926

補助金等受入 4,749,543

臨時損益

災害復旧事業費 △ 96,050

公共資産除売却損益 △ 1,032

投資損失 0

損失補償等引当金繰入等 0

科目振替

公共資産整備への財源投入

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入

貸付金・出資金等の回収等による財源増

減価償却による財源増

地方債償還に伴う財源振替

出資の受入・新規設立 11,130

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 △ 752,334

期末純資産残高 54,103,333

連結純資産変動計算書
自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

243,743

490,400

41,750

11,582

19,193,626

3,914,849

0

0

2,255,755

697,625

37,000

59,968

1,366,726

△ 842,991

14,900

1,044,032

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

40

連結資金収支計算書
自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,100,324

2,091,563

302,343

714,453

15,278,777

1,546,290

3,045,642

2,188,450

7,429,913

1,597,976

270,574

183,910

5,731,382

4,227,704

203,967

3,103,769

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,956,614

2,209,717

530,383

253,103

0

0

0

0

388,524

0

0

0

230,100

105,612

423,986

3,714,833

2,222

40,940

0

0

0

45,112

△ 3,290,847

△ 218,989

6,736,208

6,499,277

△ 17,942

0


